
第一号第一様式（第十七条第四項関係）

法人単位資金収支計算書
（自）平成 30 年  4 月  1 日　（至）平成 31 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　あいりす
（単位：円）

保育事業収入 079,104,271 079,104,271 0

受取利息配当金収入 728,1 728,1 0

その他の収入 709,845,2 709,845,2 0

事業活動収入計(1) 407,259,471 407,259,471 0

人件費支出 065,236,241 112,064,241 943,271

事業費支出 065,299,81 263,578,81 891,711

事務費支出 000,289,6 226,878,6 873,301

支払利息支出 000,256 934,256 934△

その他の支出 046,281,2 046,281,2 0

事業活動支出計(2) 067,144,171 472,940,171 684,293

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 449,015,3 034,309,3 684,293△

施設整備等収入計(4) 0 0 0

設備資金借入金元金償還支出 000,043,5 000,043,5 0

固定資産取得支出 000,055 067,135 042,81

施設整備等支出計(5) 000,098,5 067,178,5 042,81

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 000,098,5△ 067,178,5△ 042,81△

その他の活動収入計(7) 0 0 0

積立資産支出 000,063 005,943 005,01

その他の活動支出計(8) 000,063 005,943 005,01

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 000,063△ 005,943△ 005,01△

予備費支出(10)
0

0
― 0

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 650,937,2△ 038,713,2△ 622,124△

前期末支払資金残高(12) 564,804,21 564,804,21 0

当期末支払資金残高(11)+(12) 904,966,9 536,090,01 622,124△
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勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考



第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

法人単位事業活動計算書
（自）平成 30 年  4 月  1 日　（至）平成 31 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　あいりす
（単位：円）

保育事業収益 079,104,271 225,919,471 255,715,2△

その他の収益 762,843 959,543 803,2

サービス活動収益計(1) 732,057,271 184,562,571 442,515,2△

人件費 117,554,441 524,465,741 417,801,3△

事業費 263,578,81 840,739,81 686,16△

事務費 226,878,6 244,837,6 081,041

減価償却費 378,999,01 119,680,11 830,78△

国庫補助金等特別積立金取崩額 101,901,6△ 101,901,6△ 0

サービス活動費用計(2) 764,001,571 527,712,871 852,711,3△

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 032,053,2△ 442,259,2△ 410,206

受取利息配当金収益 728,1 516,7 887,5△

その他のサービス活動外収益 046,002,2 101,491,2 935,6

サービス活動外収益計(4) 764,202,2 617,102,2 157

支払利息 934,256 274,207 330,05△

その他のサービス活動外費用 046,281,2 101,871,2 935,4

サービス活動外費用計(5) 970,538,2 375,088,2 494,54△

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 216,236△ 758,876△ 542,64

経常増減差額(7)=(3)+(6) 248,289,2△ 101,136,3△ 952,846

特別収益計(8) 0 0 0

固定資産売却損・処分損 6 7 1△

特別費用計(9) 6 7 1△

特別増減差額(10)=(8)-(9) 6△ 7△ 1

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 848,289,2△ 801,136,3△ 062,846

前期繰越活動増減差額(12) 688,359,49 499,485,89 801,136,3△

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 830,179,19 688,359,49 848,289,2△

基本金取崩額（14） 0 0 0

その他の積立金取崩額（15） 0 0 0

その他の積立金積立額（16） 0 0 0

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 830,179,19 688,359,49 848,289,2△
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第三号第一様式（第二十七条第四項関係）

法人単位貸借対照表
平成 31 年  3 月 31 日 現在

社会福祉法人名　あいりす

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年
度末

当年
度末

前年
度末

前年
度末増　　減 増　　減

（単位：円）

流動資産 730,479,61 947,017,12 217,637,4△

  現金預金 757,007,51 903,567,02 255,460,5△

    現　　金 115,42 586,31 628,01

    普通預金 507,736,51 380,317,02 873,570,5△

    当座預金 117,73 117,73 0

    定期預金 038 038 0

  事業未収金 086,341 044,549 067,108△

  未収補助金 006,921,1 0 006,921,1

  その他の流動資産 0 0 0

    資金諸口 0 0 0

固定資産 273,329,863 194,301,973 911,081,01△

基本財産 964,176,843 165,980,853 290,814,9△

  土地 000,000,001 000,000,001 0

  建物 964,176,742 165,980,752 290,814,9△

    建物（取得価額） 000,459,342 000,459,342 0

    建物（減価償却累計額） 715,182,23△ 925,419,62△ 889,663,5△

建物附属設備（取得価額） 005,106,06 005,106,06 0

建物附属設備（減価償却累計額） 415,206,42△ 014,155,02△ 401,150,4△

  定期預金 000,000,1 000,000,1 0

その他の固定資産 309,152,02 039,310,12 720,267△

  構築物 611,869,2 261,516,3 640,746△

    構築物（取得価額） 044,953,7 044,953,7 0

構築物（減価償却累計額） 423,193,4△ 872,447,3△ 640,746△

  車輌運搬具 096,891 560,882 573,98△

    車輌運搬具（取得価額） 000,575 000,575 0

車輌運搬具（減価償却累計額） 013,673△ 539,682△ 573,98△

  器具及び備品 590,060,2 107,751,2 606,79△

器具及び備品（取得価額） 415,175,81 456,756,91 041,680,1△

器具及び備品（減価償却累計額） 914,115,61△ 359,994,71△ 435,889

  ソフトウェア 200,495 200,018 000,612△

ソフトウェア（取得価額） 494,264,1 494,264,1 0

ソフトウェア（減価償却累計額） 294,868△ 294,256△ 000,612△

  退職給付引当資産 000,139,5 000,346,5 000,882

  保育所繰越積立資産 000,005,4 000,005,4 0

    人件費積立資産 000,005,4 000,005,4 0

保育所施設・設備整備積立資産 000,000,4 000,000,4 0

流動負債 204,960,02 482,248,02 288,277△

  事業未払金 209,350,3 482,203,9 283,842,6△

  その他の未払金 000,3 0 000,3

１年以内返済予定設備資金借入金 000,043,5 000,043,5 0

  職員預り金 005,628,3 0 005,628,3

  賞与引当金 000,648,7 000,002,6 000,646,1

    職員賞与 000,668,6 000,002,6 000,666

    法定福利費 000,089 0 000,089

固定負債 000,577,39 000,728,89 000,250,5△

  設備資金借入金 000,448,78 000,481,39 000,043,5△

  退職給付引当金 000,139,5 000,346,5 000,882

    県共済会退職給与引当金 000,139,5 000,346,5 000,882

負債の部合計 204,448,311 482,966,911 288,428,5△

純　　資　　産　　の　　部

基本金 508,624,91 508,624,91 0

  第一号基本金 503,266,61 503,266,61 0

  第三号基本金 005,467,2 005,467,2 0

国庫補助金等特別積立金 461,551,251 562,462,851 101,901,6△

その他の積立金 000,005,8 000,005,8 0

  人件費積立金 000,005,4 000,005,4 0

保育所施設・設備整備積立金 000,000,4 000,000,4 0

次期繰越活動増減差額 830,179,19 688,359,49 848,289,2△

  （うち当期活動増減差額） 848,289,2△ 801,136,3△ 062,846

純資産の部合計 700,350,272 659,441,182 949,190,9△

　資産の部合計 904,798,583 042,418,004 138,619,41△ 　負債及び純資産の部合計 904,798,583 042,418,004 138,619,41△



別紙１

1. 継続事業の前提に関する注記

該当なし

2. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・ .満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 建物並びに器具及び備品―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金

新潟県社会福祉協議会従事者共済制度
・ 賞与引当金

支給対象期間に基づき、当期に帰属する期間分を引当金計上している。

3. 重要な会計方針の変更

該当なし

4. 法人で採用する退職給付制度

独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度
新潟県社会福祉協議会従事者共済制度

5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第2号第1様式、第3号第1様式）
（2） 事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）

当法人では公益事業、収益事業を実施していないため省略
（3） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

当法人では拠点区分がひとつのため省略
(4) 公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。
（5） 収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

当法人では、収益事業を実施していないため省略
（6） 各拠点区分.におけるサービス区分の内容

ア　網川原園拠点区分(社会福祉事業)
「本部」
「網川原保育園」

6. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

7. 会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

8. 担保に供している資産

該当なし

9. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

貸借対照表上、間接法で表示しているため、記載していない。

合計 358,089,561 0 9,418,092 348,671,469
投資有価証券 0 0 0 0

9,418,092 247,671,469
定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000

計算書類に対する注記（法人全体用）

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 100,000,000 0 0 100,000,000
建物 257,089,561 0



10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

12. 関連当事者との取引の内容

該当なし

13. 重要な偶発債務

該当なし

14. 重要な後発事象

該当なし

15. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

事業未収金 143,680 0 143,680

（単位：円）
債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

未収補助金 1,129,600 0 1,129,600
合計 1,273,280 0 1,273,280



別紙２

1. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・ .満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 建物並びに器具及び備品―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金

新潟県社会福祉協議会従事者共済制度
・ 賞与引当金

支給対象期間に基づき、当期に帰属する期間分を引当金計上している。

2. 重要な会計方針の変更

該当なし

3. 採用する退職給付制度

独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度
新潟県社会福祉協議会従事者共済制度

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 網川原保育園拠点計算書類（会計基準省令第１号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
（2） 拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）

ア　本部
イ　網川原保育園

（2） 拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）は省略している。

5. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6. 会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7. 担保に供している資産

該当なし

8. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

貸借対照表上、間接法で表示しているため、記載していない。

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11. 重要な偶発債務

該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

合計 358,089,561 0 9,418,092 348,671,469
投資有価証券 0 0 0 0
定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000
建物 257,089,561 0 9,418,092 247,671,469
土地 100,000,000 0 0 100,000,000

計算書類に対する注記（網川原保育園拠点区分用）

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

（単位：円）

合計 1,273,280 0 1,273,280

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 143,680 0 143,680
未収補助金 1,129,600 0 1,129,600




